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特 定 災 害 防 止 準 備 金 に つ い て 、 租 税 特 別 措 置 法 （ 以 下 「 措 置 法 」 と い い ま す 。） 

 
 □施行令第32条の４第６項 
 □施行令第39条の74第４項 
 
 □措置法施行令第32条の４第４項第１号に規定する計算方法から同項第２号に規定する計算方法                                               
 □措置法施行令第32条の４第４項第２号に規定する計算方法から同項第１号に規定する計算方法 
 
 変更又は 
 
 □措置法施行令第39条の74第２項第１号に規定する計算方法から同項第２号に規定する計算方法                                               
 □措置法施行令第39条の74第２項第２号に規定する計算方法から同項第１号に規定する計算方法 
 
 変更したいので下記のとおり申請します。 
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特 定 災 害 防 止 準 備 金 の 計 算 方 法 を 

変更する場合の承認申請書の記載要領等 

 

１ この申請書は、租税特別措置法（以下「措置法」といいます。）第55条の６第１項の規定の適用を

受けた同条第１項の表の第１号に規定する法人（同項又は同条第９項の規定の適用を受けた被合併法

人等からその適用を受けた岩石採取場の移転を受けた合併法人等を含みます｡）がその適用を受けた後

の事業年度においてその選定した措置法施行令第32条の４第４項各号（同条第５項の規定により読み

替えて適用する場合を含みます｡）に掲げる計算の方法を変更しようとする場合又は措置法第68条の

45 第１項の規定の適用を受けた同条第１項に規定する連結親法人又はその連結子法人で措置法第 55

条の６第１項の表の第１号の上欄に掲げるもの（措置法第68条の45第１項又は第８項の規定の適用

を受けた被合併法人等からその適用を受けた岩石採取場の移転を受けた合併法人等を含みます｡）がそ

の適用を受けた後の連結事業年度においてその選定した措置法施行令第39条の74第２項各号（同条

第３項の規定により読み替えて適用する場合を含みます｡）に掲げる計算の方法を変更しようとする場

合に使用してください。 

２ この申請書は、新たな特定災害防止準備金の計算方法を採用しようとする事業年度又は連結事業年

度開始の日の前日までに、納税地の所轄税務署長に１通（調査課所管法人にあっては２通）提出して

ください。 

３ 申請書の各欄は、次により記載してください。 

(1) 「提出法人」欄には、該当する□にレ印を付すとともに、当該提出法人の「法人名等」、「納税地」、

「代表者氏名｣、｢代表者住所」及び「事業種目」を記載してください。 

(2) 「連結子法人」欄には、当該子法人の「法人名等｣、｢本店又は主たる事務所の所在地｣、｢代表者

氏名｣、｢代表者住所」及び「事業種目」を記載してください。 

(3) 中段の本文欄には、該当する法令の区分及び変更しようとする計算方法の区分に応じ、該当する

□にレ印を付してください。 

(4) 「計算方法を変更しようとする理由」欄は、この申請により特定災害防止準備金の計算方法を変

更しようとする理由を具体的に記載してください。 

(5) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士等

が署名押印してください。 

(6) 「※」欄は、記載しないでください。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第29号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税

に関する法律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の欄に

は、受託者の法人名又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 

 


